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累計20,000社450万人以上の組織開発・人材育成を支援するALL DIFFERENT（オールディファレント）株式会社

（所在地：東京都千代田区 代表取締役社長：眞﨑大輔）および「人と組織の未来創り🄬」に関する調査・研究を行

うラーニングイノベーション総合研究所🄬は、若手社員の社内コミュニケーションに関する調査を分析しました。 

背景 

 日本のビジネス文化では、1年の労をねぎらい、社員同士の親睦を深める「忘年会」という慣習が大切にされてき

ました。社内コミュニケーションは、信頼関係の構築やチームの一体感、イノベーションの創出にもつながる重要

な要素です。近年は、リモートワークやフレックス制度が普及する一方で、一部の企業ではオフィス回帰・出社回

帰の動きも見られ、リアルコミュニケーションの重要性が再評価されています。 

他方で、「業務外の飲み会」や「職場でのプライベートの共有」に対して心理的なハードルを感じる若手社員も

おり、多様な価値観やライフスタイルを尊重しながら、どのように若手社員と交流を促進していくべきか、模索し

ている企業も多いことでしょう。そこで、当社では、若手社員が社内コミュニケーションに対してどのようなニー

ズを持っているか調査しました。 

 

調査結果の概要 

・若手社員が最も交流したい相手は「仕事で直接関わる先輩」、6 割以上が回答（図 1） 

・若手社員が求める社内交流の手段、「就業時間内の雑談」「就業時間外の雑談」が上位に（図２） 

・「職場の人間関係」重視の若手社員、求める社内交流の手段は「就業時間内の雑談」が最大（図 3） 

・「仕事を通じた成長」重視の若手社員、求める社内交流の手段は「就業時間外の雑談」が最大（図 4） 

・今の会社で働き続けたくない若手社員、「面談」を求める傾向に（図 5） 

・上司と良好な関係を築く若手社員は、周囲の先輩と業務外の交流が「頻繁にある」傾向に（図 6） 

・考察 若手社員と相互理解・信頼関係を深める取り組みとは 
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調査結果の詳細 

1. 若手社員が最も交流したい相手は「仕事で直接関わる先輩」、6割以上が回答 

まず初めに、社内のどのような相手と交流を深めていきたいと考えているか、質問しました。結果、「仕事で直

接関わる先輩」と 64.5％が回答し、最大の割合となりました。次に、「自部署の、役職が 1 つ上の上司」（45.1％）、

「性格や価値観、趣味などが合う先輩」（43.8％）と続きました（図 1）。 

 

2. 若手社員が求める社内交流の手段、「就業時間内の雑談」「就業時間外の雑談」が上位に 

次に、上司や先輩とどのような手段で交流を深めていきたいかを質問しました。結果、「就業時間内の雑談」と

回答した割合が 59.7％と最大となりました。次に、「休憩時間や就業時間前後の雑談」（57.0％）、「平日のラン

チ」（40.0％）と続きました。一方で、「SNS」（8.2％）や「メールやチャット」（16.1％）による交流を求める

人は、少ないことがわかりました（図 2）。 
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3. 「職場の人間関係」重視の若手社員、求める社内交流の手段は「就業時間内の雑談」が最大 

ここからは、求める社内交流の手段について、働き続ける上で重視することにより違いがあるかを調査しました。  

まずは、どのような状況であれば、今の会社で働き続けたいと思うかという質問に対し、「職場の人間関係」と

回答した新入社員 2,585 人を取り上げて、求める社内交流の手段を調査しました。 

結果、職場の人間関係を重視する社員は、「就業時間内の雑談」（62.5％）と「休憩時間や就業時間前後の雑談」

（61.7%）の回答が、どちらも 6 割超が回答する結果となりました。次に、「平日のランチ」（41.9％）、「平日の

飲み会」（41.6％）が続きました。 

3,930 人全体の回答割合と比較すると、「休憩時間や就業時間前後の雑談」は 4.7 ポイント、「平日の飲み会」は

3.3 ポイント、「就業時間内の雑談」は 2.8 ポイント高くなり、働き続ける上で「職場の人間関係」を重視する社員

は、業務内外問わず、雑談を重視することがわかりました（図 3）。 
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4. 「仕事を通じた成長」重視の若手社員、求める社内交流の手段は「就業時間外の雑談」が最大 

次に、どのような状況であれば、今の会社で働き続けたいと思うかという質問に対し、「仕事を通じた成長」と

回答した新入社員1,318人を取り上げて、求める社内交流の手段を調査しました。 

 結果、仕事を通じた成長を重視する社員は、「休憩時間や就業時間前後の雑談」と回答した割合が最も高く、61.8%

となりました。次に、「就業時間内の雑談」（60.9%）、「面談」（42.3％）と続きました。 

3,930 人全体の回答割合と比較すると、「休憩時間や就業時間前後の雑談」と回答した割合は 4.8 ポイント、「面

談」と回答した割合は、4.2 ポイント高くなりました。働き続ける上で「仕事を通じた成長」を重視する社員は、業

務内外の雑談だけでなく、「面談」も重視することがわかりました（図 4）。 
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5. 今の会社で働き続けたくない若手社員、「面談」を求める傾向に 

どのような状況であれば今の会社で働き続けたいと思うかという質問に対し、「今の会社で働き続けたいとは全

く思わない」と回答した新入社員 30 人を取り上げて、求める社内交流の手段を調査しました。 

結果、働き続けたいと思わない層では「就業時間内の雑談」が 53.3％と最も高い割合となったものの、3,930 人

全体の回答割合と比較すると、6.4 ポイント低くなりました。次に、「面談」と回答した割合が 43.3%で続き、全体

の回答割合と比べて 5.2 ポイント高くなりました。 

全体の社員と最も差が開いた項目では、「休憩時間や就業時間前後の雑談」（40.0％）が、17.0 ポイント低い結

果となりました。今の会社で働き続けたいと思わない社員は、就業時間外の雑談より「面談」による交流を求める

ことがわかりました（図 5）。 
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6. 上司と良好な関係を築く若手社員は、周囲の先輩と業務外の交流が「頻繁にある」傾向に 

最後に、若手社員と上司の関係と、職場の交流環境の関係性について、調査しました。 

社会人 1 年目の若手社員 335 人に対して、周囲の社員と業務以外のコミュニケーションをとる頻度について質問

したところ、上司と「良好な関係を築けている」と回答した若手社員のうち、44.2％が周囲の先輩と業務以外のコ

ミュニケーションをとる機会が「頻繁にある」と回答しました。 

一方、上司と「良好な関係ではない」と回答した若手社員のうち、65.1％が周囲の先輩と業務以外のコミュニケ

ーションをとることが「ない」と回答しました（図 6）。 

 

まとめ 

本調査結果より、若手社員、特に新入社員が最も交流したい相手は「仕事で直接関わる先輩」と「1 つ上の上司」

であることがわかりました。これは、実務で指導を受ける相手とは良好な関係でいたいという意識の表れと考えら

れるでしょう。一方で、性格や価値観が合う人とのつながりも重視しており、共感できる相手を見つけ、職場でよ

り心地よく過ごしたいという思いもあるのではないでしょうか。 

求める交流手段としては、職場での雑談に関する項目が上位に挙がり、カジュアルな会話を通じて関係を深めた

い傾向が見られました。逆に、SNS やチャットなどのデジタルツールを介した交流はあまり求められていないこと

も判明しました。 

また、働き続けるために「職場の人間関係」を重視する社員は、雑談を通じた交流を求める傾向が強く、日常的

なコミュニケーションを信頼関係の土台にしたいことが示唆されます。一方、「自身の成長」を重視する社員は、

雑談に加え、面談の機会を重視する傾向があり、業務に即したコミュニケーションを求めていることが特徴的です。

「働き続けたいと思わない」社員は、業務時間外の雑談や会議での交流をあまり求めない傾向がありましたが、面

談の機会は一定のニーズが確認されました。 

さらに、上司と良好な関係を築けている若手社員ほど、周囲の社員と業務以外のコミュニケーションを積極的に

取る傾向があることもわかりました。上司は若手社員と、業務に即したコミュニケーションだけでなく、職場での

雑談などを通じて、日常的に交流を深めることが重要です。こうした取り組みにより、多様な価値観を持つ若手社

員が社内で信頼関係の基盤を築くだけでなく、社内コミュニケーションの活性化につなげられるでしょう。 
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考察 若手社員と相互理解・信頼関係を深める取り組みとは 

本調査より、若手社員、特に新入社員は、社内交流において「業務に関する先輩や上司」と「気の合う先輩」と

のつながりを求める傾向が見られました。求める交流方法では、就業時間内に限らず、就業時間外の「雑談」を通

じて関係を深めたいと考える割合が高いことも特徴的でした。ただし、上司や先輩社員が雑談する際、心理的安全

性や多様な価値観などについて配慮せず接してしまうと、信頼関係の構築につながらないことを理解する必要があ

ります。 

さらに、「面談」のニーズも高く、特に「今の会社で働き続けたいと思っていない」と回答した社員ほど、面談

での交流を重視する傾向が見られました。これは、成長やキャリアへの不安を解消する場を求めている可能性を示

唆しています。 

近年、仕事の高度化・複雑化に伴い、トップダウン型の組織ではなく、メンバーが自発的に知識や経験を共有し、

新たなイノベーションを創発していく「創発型組織」が求められています。そのためには、社員間の相互理解が不

可欠です。そこで、上司や先輩と若手社員が相互理解・信頼関係を深めるため、企業が取り組むべき施策をご紹介

します。 

① 心理的安全性の正しい理解を共有 

まず、上司・先輩社員含めた全員が「心理的安全性」を正しく理解することが重要です。ハラスメントのリスク

を恐れて、コミュニケーションを避けることは組織の弱体化にもつながりかねません。心理的安全性が高い職場と

は「成果を出す」「組織目標を達成する」ために必要な意見を出し合える状態を指します。まずは、心理的安全性

の定義とそのメリットを、組織内で共有することから始めるのが良いでしょう。 

心理的安全性を高める具体的な取り組みでは、カジュアルな朝会やランチ会の開催、部署メンバー全員が自席に

いる時間帯を設定し、話しかけやすい雰囲気をつくるなどが効果的です。さらに、日常的に感謝の言葉やポジティ

ブなフィードバックを伝えることで、挑戦を歓迎する文化を浸透させることも大切です。 

② 面談の制度化 

定期的なキャリア面談やフィードバック面談、1on1 の実施などを通じ、評価だけでなく、組織のミッション・ビ

ジョンを共有し、若手社員の意見を傾聴する場を設けることが望ましいです。 

③ コミュニケーションスキルの強化 

雑談力やコミュニケーション力を高めるため、上司・部下双方に対して、傾聴力・質問力・読解力を高める研修

を行うとよいでしょう。上司向けには、面談の質を高めるために「理解・納得してもらうための伝え方」などのス

キル強化が効果的です。若手社員には、「フィードバックを受け止める力」を養う研修を実施することで、成長に

向けた建設的なコミュニケーションを実現できるでしょう。 

 

ALL DIFFERENT 株式会社 

ラーニングイノベーション総合研究所 研究員 

兼 事業開発推進本部 企画部 PR 広報 チーフ 

加藤 理夏（かとう・りか） 

2014 年、ALL DIFFERENT （旧トーマツ イノベーション/ラーニングエージェンシー）に入社。PR 広報の業務に携わりながら、

内定者・新入社員から管理職まで、各階層の大規模な社会人意識調査の企画・実施・分析・執筆を主導。 
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調査概要 

▼図1~5 

▼図6 

*本調査を引用される際は【ラーニングイノベーション総合研究所「社内コミュニケーションに関する若手社員意識調査」】と明記ください 

*各設問において読み取り時にエラーおよびブランクと判断されたものは、欠損データとして分析の対象外としています 

*構成比などの数値は小数点以下第二位を四捨五入しているため、合計値が100%とならない場合がございます 

ラーニングイノベーション総合研究所について 

当社の研究機関、ラーニングイノベーション総合研究所🄬（以下、LI総研）は、「人と組織の未来創り🄬」に関する様々な調査・研究活動を行っております。 

LI総研はデータに基づいた最適な解決策もご提供し、お客様の組織開発をサポートしております。 

 

ALL DIFFERENT株式会社について 

当社は、組織開発・人材育成支援を手掛けるコンサルティング企業です。「真の未来創りの伴走者」として、人材育成から、人事制度の構築、経営計画の策定、人

材採用に至るまでの組織開発・人材育成の全領域を一貫してご支援しております。 

 

代表取締役社長  眞﨑 大輔 

本社所在地      〒100-0006 東京都千代田区有楽町 2-7-1 有楽町ITOCiA（イトシア）オフィスタワー 15F(受付)・17F・18F 

支社      関西支社、中部支社 

人員数     328人（2025年4月1日時点） 

事業         組織開発支援・人材育成支援、各種コンテンツ開発・提供、ラーニングイノベーション総合研究所による各種調査研究の実施 

サービス        定額制集合研修「Biz CAMPUS Basic」／ライブオンライン研修「Biz CAMPUS Live」

ビジネススキル学習アプリ「Mobile Knowledge」／ビジネススキル診断テスト「Biz SCORE Basic」 

IT技術習得支援サービス「IT CAMPUS」／デジタルスキル習得支援サービス「DX CAMPUS」  

管理職アセスメント「Discover HR」「Competency Survey for Managers」 

人事制度構築支援サービス「Empower HR」／経営計画策定支援サービス「Empower COMPASS」 

転職支援サービス「Biz JOURNEY」ほか 

URL            https://www.all-different.co.jp/corporate   

※記載されている社名、サービス名などの固有名詞は登録商標です。なお、本文および図表中において、必ずしも商標表示（ (R)、TM ）は付記していません。 

本件に関するお問い合わせ先 
ALL DIFFERENT（オールディファレント）株式会社  企画グループ 加藤、冨田、宇佐美 
Mail：ad-press@all-different.co.jp  Tel：03-5222-5111（代表） 080-4073-0257（加藤） 

 

調査対象者 当社が提供する新入社員研修に参加した 2025 年度入社の新入社員 

調査時期 2025 年 3 月 25 日～4 月 24 日 

調査方法 Web・マークシート記入式、または自記式でのアンケート調査 

サンプル数 3,933 人 

属性 （１）業種 
農業,林業 8 人（0.2%）、鉱業,採石業,砂利採取業 4 人

（0.1%）、建設業 245人（6.2%）、製造業 580人（14.7%）、
電気・ガス・熱供給・水道業 59 人（1.5%）、情報通信
業 828 人（21.1%）、運輸業,郵便業 85 人（2.2%）、卸

売業,小売業 262 人（6.7%）、金融業,保険業 259 人
（6.6%）、不動産業,物品賃貸業 162 人（4.1%）、学術
研究,専門・技術サービス業 217 人（5.5%）、宿泊業,飲

食サービス業 34 人（0.9%）、生活関連サービス業,娯楽業 
95 人（2.4%）、教育,学習支援業 38 人（1.0%）、医療,
福祉 61 人（1.6%）、複合サービス事業 138 人（3.5%）、

サービス業(他に分類されないもの) 350 人（8.9%）、公
務 3 人（0.1%）、その他 401 人（10.2%）、分からな
い 101 人（2.6%）、BLANK 3 人（0.1%） 

（２）企業規模 
50 人以下 201 人（5.1%） 

51～100 人 567 人（14.4%） 
101～300 人 1389 人（35.3%） 
301～1,000 人 590 人（15.0%） 

1,001～5,000 人 660 人（16.8%） 
5,001 人以上 305 人（7.8%） 
わからない  217 人（5.5%） 

BLANK 4 人（0.1%） 

調査対象者 社会人1年目の就労者 

調査時期 2025年8月1～27日 

調査方法 調査会社によるインターネット調査 

サンプル数 社会人1年目社員335人 

属性 （１） 業種 
農業，林業 11 人（3.3%）、漁業 3 人（0.9%）、鉱業，

採石業，砂利採取業 3 人（0.9%）、建設業 10 人（3.0%）、 
製造業 49 人（14.6%）、電気・ガス・熱供給・水道業 13
人（3.9%）、情報通信業 28 人（8.4%）、運輸業，郵便

業 14 人（4.2%）、卸売業，小売業 16 人（4.8%）、金
融業，保険業 12 人（3.6%）、不動産業，物品賃貸業 5
人（1.5%）、学術研究，専門・技術サービス業 8 人（2.4%）、

宿泊業，飲食サービス業 6 人（1.8%）、生活関連サービ
ス業，娯楽業 6 人（1.8%）、教育，学習支援業 18 人
（5.4%）、医療，福祉 51 人（15.2%）、複合サービス事

業 3 人（0.9%）、サービス業(他に分類されないもの) 22
人 6.6%、公務 24 人（7.2%）、その他 21 人（6.3%）、 
わからない 12 人（3.6%） 

（２）企業規模 
50 人以下 67 人（20.0%） 

51～100 人 35 人（10.4%） 
101～300 人 52 人（15.5%） 
301～1,000 人 66 人（19.7%） 

1,001～5,000 人 51 人（15.2%） 
5,001 人以上 64 人（19.1%） 

https://www.all-different.co.jp/corporate
mailto:ad-press@all-different.co.jp

